
 参考資料 

 
 
 

 
 
 

政治資金監査マニュアルの改定（案）の概要 

１  改定の趣旨 
 
○  平成２２年９月以降、２年半ぶりに記載内容を見直し 

 
○ この間に政治資金適正化委員会が示した見解等を集約し、 

 一覧性を向上 

 

２  改定の具体的内容 

 ○ 金融機関への振込みにより支出をした場合の添付書類の 

簡素化※を踏まえた記載の追加 

 ※ 振込明細書に「支出の目的」の記載がある場合、支出目的書を別様に

て作成することを不要とする（平成２４年４月政治資金規正法施行規則

の一部改正） 

○  支出が「ゼロ」の場合の政治資金監査報告書の様式の簡素化 

○ 主たる事務所以外で政治資金監査を実施した場合の記載例の 

明確化 

３ スケジュール（案） 

 平成２５年３月２５日 委員会においてパブリックコメント案決定 

４月１３日 パブリックコメント開始（５月１３日まで） 

      ６月 中旬 改定内容確定 
 
 
平成２５年分以降（解散分は平成２６年分以降）の収支報告書に対する 

政治資金監査から改定後の政治資金監査マニュアルを適用 


